    障  第 １７３５ 号
    令和7年3月３１日
　就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業所代表者　様
　　（令和6年度対象事業実施事業所）
島根県健康福祉部障がい福祉課長　
令和6年度工賃（賃金）実績の報告について（照会）
このことについて、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの基準等の人員、設備等及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令171号）」第201条第4項の規定に基づき、指定就労継続支援事業Ｂ型事業所は、前年度に利用者に対し支払われた工賃の平均額を通知するとともに県等に報告することになっています。
また、「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型・Ｂ型）における留意事項について（平成１９年４月２日付け障障発０４０２０００１号　厚生労働省社会・援護局障害福祉課長通知）」に基づき、工賃（賃金）実績を４月に県に報告することになっています。
　つきましては、年度替わりでご多忙の時期とは存じますが、下記により報告いただきますようお願いします。
　なお、「工賃向上計画（R６～R８）」の見直しがあった場合、各年度５月末日までに提出することとなっておりますので、見直された場合は、期日までに提出いただきますようよろしくお願いします。
記
１　報告対象事業所

令和６年度中に就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業を行った事業所
（令和7年４月１日に廃止になっていない事業所）
２　報告事項（別添　EXCELファイル参照）
（１）目標工賃調査表・・・令和7年度目標工賃及び令和6年度工賃(賃金)実績額
　　　注意）Ａ型事業所、Ｂ型事業所により調査様式が異なります。
（２）サービスの提供状況調査表
【注意】報告様式は、障がい福祉課HPを確認ください。
https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/syougai/ippan/shurou/houkoku.html
３．提出方法　メールによる回答
【メール】shurou-syougai @pref.shimane.lg.jp
４　報告期限
令和7年４月２５日（金）
５　回答に際しての注意事項
（１）メールの表題　「工賃実績（事業所名○○○）」
（２）添付ファイル名　「ＡorＢ-番号　事業所名.xls」※報告書左上の赤の箇所参照
（３）メール本文　必ず連絡担当者の氏名と電話番号を記入
６　留意事項

（１）工賃（賃金）実績は、前年度と同様、県ホームページ等で公表します。
（２）Ｂ型事業所にあっては、設定した令和7年度工賃の目標水準と令和6年度の工賃実績の平均額を利用者に通知しなければなりません。
（３）対象期間は、令和６年４月から令和７年３月までです。年度途中に指定区分の変更等を行った事業所にあっては、報告対象となる月のみ記入してください。

（４）Ａ型とＢ型の双方を運営する多機能型事業所にあっては、事業区分ごとに別のファイル（用紙）に記入してください。
（５）Ａ型事業所にあって、雇用契約を締結していない利用者があれば、雇用契約を締結している利用者と分けて報告(シート２つ又はファイル２つ)してください。
（６）集計の都合上、シートの入力欄以外の項目を変更（加工）しないでください。
（７）就労実績のない月は、ゼロを入力せず、空欄にしてください。

（８）毎年、別シートに記入いただく「サービスの提供状況（農福連携・在宅利用）」についての記入もれが散見されますので、忘れずご記入ください。

担　当
障がい福祉課　地域生活支援スタッフ
TEL 0852-22-6690  FAX 0852-22-6687

E-mail　shurou-syougai@pref.shimane.lg.jp




令和6年度報酬改定による平均工賃月額の算定方法について


事業所の中には、障害特性等により利用日数が少ない方を多く受け入れる場合があることを踏まえ、平均利用者数を用いた新しい算定式が導入されています





平均工賃月額の算定方法は以下のとおり


ア 前年度における工賃支払総額を算出


イ 前年度における開所日１日当たりの平均利用者数を算出


前年度の延べ利用者数÷前年度の年間開所日数


ウ 前年度における工賃支払総額（ア）÷前年度における開所日１日当たりの平均利用者数（イ）÷12月により、１人当たり平均工賃月額を算出








